
外郭団体基本情報 【監理団体用】

１．団体概要 年3月31日現在
団体名

法人番号
所在地
電話 FAX

ホームページアドレス
代表者

設立年月日
設立根拠法令

 外部監査の実施状況
独立監査人による監査を受けている。
計算書類について独立監査人による監査を受けている。

２．資本金等 年3月31日現在
資本金・基本金 千円 千円 ％

市以外の主な出資者　※出資者には、社会福祉法人の寄付者も含みます。
名称 出資額 出資率

千円 ％
千円 ％
千円 ％

千円 千円

３．財務状況
（１）貸借対照表

備考
※増減の理由等

項目

流動負債
負債

流動資産以外の資産
流動資産

総資産

利益余剰金
純資産

うち借入金
固定負債

4,032,200 2,350,000 58.3

独立行政法人　中小企業基盤整備機構

市出資出えん金額
の根拠

1998年12月　町田市議会にて第3セクター出資について決議（出資金2,000,000千円）
2002年　町田市中心商店街駐車場整備運営協議会から500株（額面金額50,000千円）寄付
受領
2010年6月　町田市議会にて補正予算決議（出資金300,000千円増資）

75,131 60,453 84,703 40.1 未払金増加（はっとまちだ建設費用、消防設備更新等）のため

4,434,577 0.6
783,808 831,885 745,310 ▲ 10.4 固定資産取得のため現預金減少

町田商工会議所

3,689,267

単位：千円

4,426,140

経済観光部産業政策課

2023年度 2024年度
対前年
増減比

株式会社きらぼし銀行
市の損失補償 0 市の借入保証 0

 市所管課

実施体制
実施内容（又は実施しない理由）

2022年度

うち市の出資・出えん金 市出資・出えん割合
2025

事業内容 駐車場事業、賃貸事業、中心市街地活性化推進事業、各種イベント事業

有

町田市原町田4-10-20
042-723-8770 042-723-8761
http://www.poppo.jp
代表取締役　石阪　丈一
1999年4月8日

団体設立後から現在
に至るまでの主な経緯

・1998年に策定した「町田市中心市街地活性化基本計画」の中で、新たな都市機能を創出
し、時間消費型の商業地としてまちづくりを進めることとする方針を掲げた。事業の中心とし
て、地域振興整備公団（現中小企業基盤整備機構）の事業である「商業・サービス業集積関
連施設出資事業」の適用を受け、駐車場不足の解消と歩行者優先のまちづくりを目指し、駐
車場を中心とした施設計画を構想した。
・中心市街地において一定規模以上の駐車場整備が求められていたが、これを市単独事業
として行うには、財政的に非常に厳しい状況であった。官・民により資金調達が可能で、施設
規模の確保による経営の安定や民の経営資源の活用も期待できることから、1999年に第3セ
クターとして設立した。

有個人情報保護制度の有無情報公開制度の有無

株式会社町田まちづくり公社
9012301002392

会社法、中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律

設立目的
町田市中心市街地の活性化、ひいては町田市の一層の発展を図るために、来街者にやさし
いまちづくりを進めていき、市街地の整備改善及び商業等の活性化を目指す。

2025

257,385 252,732 253,087 0.1
4,289,585 4,284,932 4,285,287 0.0

3,642,332 3,575,429

0 0 0 0.0

1,500,000
40,100
38,000 0.9

37.2
1.0

4,407,314

61,424 61,929 64,587 4.3

3.2
136,555 122,382 149,290 22.0
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（２）損益計算書
備考
※増減の理由等

※各団体が準拠すべき会計基準等により、下記のとおり読み替える。
〔会社法法人〕経常収益→売上高（又は営業収益）＋営業外収益　経常費用→売上原価＋販売費＋一般管理費＋営業外費用
〔公益法人〕経常収益→一般正味財産増減の部の経常収益　経常費用→一般正味財産増減の部の経常費用

特別利益→一般正味財産増減の部の経常外収益　特別損失→一般正味財産増減の部の経常外費用
当期損益→当期一般正味財産増減額

〔社会福祉法人〕経常収益→サービス活動収益+サービス活動外収益　当期損益→当期活動増減差額
〔土地開発公社〕経常収益→事業収益＋その他経常収益　経常費用→事業原価＋販売費及び一般管理費＋その他経常費用

（３）財務指標 単位：％
備考　※増減の理由等

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
※②の借入金には、当市貸付金も含みます。

（４）当該団体への財政的援助
備考　※増減の理由等

①
②
③
④

①補助金（助成金）・交付金・負担金のうち、特定の補助対象者となっているもののみ記載

単位：千円

単位：千円

項目

経常損益
経常費用

うち市補助金
経常収益

特別利益

うち市指定管理料
うち市委託料

0

2024年度

利子補給金
補助金（助成金）・交付金・負担金

自己資本比率 〔純資産/資産×100〕

当市指定管理料比率〔市指定管理料/経常収益×100〕

当市委託料比率 〔市委託料/経常収益×100〕

当市補助金比率 〔市補助金/経常収益×100〕
経常収支比率 〔経常収益/経常費用×100〕
流動比率 〔流動資産/流動負債×100〕
借入金依存度 〔借入金負債/資産×100〕

項目

当市貸付金比率 〔市貸付金/資産×100〕

7,035 ▲ 4,653 355 107.6
0

項目 2022年度

9,402 -

2023年度

当期損益（税引後）
特別損失

25,000 3,055 6,836

96.9 97.2 96.6

4.0 3.9 2.3

0.0 0.0 0.0
1043.3 1376.1 879.9
102.3 99.0 102.2

4.7 0.6

2022年度

0 0
0 0 0

0

2023年度 2024年度

7,535 8,572 7,077

1.3
---

1.4 1.7 1.4

21,324 20,022 12,203

0

⑥（参考）指定管理料

0 0

損失補償・借入保証契約に係る債務残高
貸付金残高

⑤（参考）委託料

12,203

0 0 0 0.0

補助金の内容

中心市街地の空き店舗等の利用を促進することで、賑わいと交流に溢れるまちづくりを推
進することを目的とし、町田駅周辺が「商都町田」として活気あるまちであり続けるために、
コロナ禍でも開業に向けたチャレンジをする事業者を支援するため、町田駅周辺の中心
市街地の空き店舗等に出店する事業者に対し、開業に要する資金の補助を実施するも
の。

補助金の積算根拠
補助対象事業に要する経費、（事業者補助費及びその支払いに必要な手数料、人件費、
旅費、消耗品費、光熱水費、印刷製本費、通信運搬費、委託料、使用料及び賃借料、市
長が必要と認める経費）のうち、市長が必要と認める額とする。

補助額（千円）
2022年度 2023年度 2024年度

25,000 － －

2022年度 2023年度 2024年度
対前年
増減比

▲ 39.1 防犯等まちづくり推進業務委託終了による減

原町田大通り利活用事業負担金の増

21,324 20,022
7,535 8,572 7,077 ▲ 17.4 2023年度実績を基に委託料算出を行ったことに伴う減

6,836 123.8

11,677 ▲ 5,112 11,359 322.2

1

補助金名 中心市街地空き店舗等利用促進事業補助金

516,320 512,919 509,193 ▲ 0.7

527,997 507,807 520,552 2.5
25,000 3,055

2



⑤（参考）委託料のうち、特命随意契約によるもののみ記載

3

委託名（随意契約） 防犯等まちづくり推進業務委託契約

委託の内容
体感治安の向上及びまちの魅力向上を図り、もって安全安心まちづくりを推進することを
目的として、防犯に関する事業等、防犯意識の向上に関する業務を委託。

随意契約の理由
公社は、中心市街地の活性化を図ることを目的として設立されており、これまで中心市街
地で様々な事業を実施し、中心市街地の活性化に貢献している。このことから、本業務の
目的と合致すると認められるため。

委託料（千円）
2022年度 2023年度 2024年度

－ － 2,772

1

委託名（随意契約） プラザ町田普通財産管理業務

委託の内容
プラザ町田普通財産部分（１階部分）について、常に最適な環境状態に保つとともに、安
全・快適な機能を長期にわたり維持することを目的として、清掃、設備保守点検・管理、警
備業務等を委託するもの。

随意契約の理由

プラザ町田は、地下2階と地上1階及び5階～７階部分を市が所有し、地下1階と地上2階
～4階部分を公社が所有する、区分所有の建物である。
プラザ町田の5階～7階に位置する町田市文化交流センターは、公社を指定管理者に指
定しており、町田市の行政財産である地下２階と地上5階～7階部分を管理している。責任
の一元化や効率性の観点から、建物の管理は一棟を同一の管理者が行うことが望ましい
ため、残る１階部分の管理業務も公社が担うことが最も適切であるため。

委託料（千円）
2022年度 2023年度 2024年度

8,492 9,332 9,332

2

委託名（随意契約） 民間交番セーフティボックスサルビア運営業務委託

委託の内容
民間交番セーフティボックスサルビア施設を活用し、道案内や観光案内を行って来街者
の利便性を高めることで、安全安心なまちづくりを推進することを目的として、施設管理、
交番業務、その他まちづくりの推進に関する業務を委託。

随意契約の理由
公社は、中心市街地の活性化を図ることを目的として設立されており、これまで中心市街
地で様々な事業を実施し、中心市街地の活性化に貢献している。このことから、本業務の
目的と合致すると認められるため。

委託料（千円）
-

2022年度 2023年度 2024年度
12,832 7,434

2

補助金名 原町田大通り利活用推進事業負担金

補助金の内容
市と、株式会社町田まちづくり公社（以下「公社」という。）が、町田市中心市街地に新たな
賑わいの創出を目的に、「原町田大通り利活用推進事業」に連携・協力して取り組むた
め、社会実験等、事業実施に要する経費を負担するもの。

補助金の積算根拠
実証実験等、事業の実施に必要な市長が必要と認める経費のうち、市長が必要と認める
額。実施事業ごとに、市が負担する費用の限度額を通知する。

補助額（千円）
2022年度 2023年度 2024年度

－ 2,153 6,836

3

補助金名 まちの魅力情報発信推進事業負担金

補助金の内容
市と、公社が、町田市中心市街地に新たな賑わいの創出を目的に、「まちの魅力情報発
信推進事業」に連携・協力して取り組むため、情報発信等、事業実施に要する経費を負担
するもの。

補助金の積算根拠
情報発信事業等、事業の実施に必要な市長が必要と認める経費のうち、市長が必要と認
める額。実施事業ごとに、市が負担する費用の限度額を通知する。

補助額（千円）
2022年度 2023年度 2024年度

－ 902 -

3



⑥（参考）指定管理料のうち、非公募によるもののみ記載

（５）当該団体へのその他援助の内容（公有財産の使用許可等）団体の活動に必要な資産の状況

（６）その他
 ①

② 経営環境の変化に関する今後の見通し

③ 資産運用の方針と状況

④ 引当金の状況
規程有無

⑤ 収支の改善に向けた取り組み　　※補助金が削減された場合の方策を含む

公認会計士による監査を受けている

名称

経費削減の方策と
実施状況

1

指定管理施設名 町田市文化交流センター

指定管理の内容

(1)町田市文化交流センターの施設等の貸出しに関すること。
(2)町田市文化交流センターの利用の承認等に関すること。
(3)町田市文化交流センターの施設等の維持管理に関すること。
(4)前3号に掲げるもののほか、市長が指定する業務。

非公募の理由

町田市文化交流センターを含むプラザ町田は、公社が、給排水設備や空調設備、電気設
備等の共有設備を保守管理しており、警備や清掃等の建物管理についても、一体的に管
理することがコスト面で効率的である。
また公社は、当施設以外の施設（ぽっぽ町田）の管理、貸会議室及び駐車場運営を行っ
ており、これらの事業での豊富な経験及び知見、ノウハウを有していることに加え、ぽっぽ
町田の事業と連携することによって、効率的な運営をすることができる。以上の理由から、
当センターの設置目的を達成するためには、当該建物の区分所有者であり、中心市街地
の活性化を図る目的で設立された公社が管理運営を行うことが適切であると判断したた
め。

指定管理料（千円）
2022年度 2023年度 2024年度

7,535 8,572 7,077

収入増加の方策と
実施状況

利用者の提出書面の電子化や、2025年4月から「まちだ施設案内予約システム」での予約開
始に向け準備を行った。今後、紙の削減や問い合わせへの対応等、運用の効率化により、経
費の圧縮に努めていく。

町田市文化交流センターの運営については、売上増加や稼働率向上を目的に次の施策を
実施していく。①利用しやすい施設環境の整備②会議室検索サイトの更なる活用③自社
ホームページなどの見直し④参画型の自主事業の検討・実施

適用会計基準

自己所有 株式会社町田まちづくり公社ビル（自己所有）、プラザ町田（区分所有）、町田駅前交流拠点はっとまちだ（自己所有）

内容
従業員に対する賞与の支給に備えるため支給見込
み額のうち当期に帰属する額を計上

無

残高（千円）

株式会社町田まちづくり公社ビル、プラザ町田敷地については区分所有（516,194分の238,604）

5,298賞与引当金

2024年度はビル管理費等の値上げによる経費が増加していたが、駐車場料金改定や施
設利用料金の見直しにより収益状況は改善された。今後は基盤事業である駐車場事業・
会議室等施設貸し出し事業の更なる強化を図り、売上増加と利益計上に取り組むととも
に、2025年3月にオープンした「町田駅前交流拠点はっとまちだ」を拠点とした中心市街地
活性化事業の推進を図る。

外部要因によるもの

財務諸表の確認

引き続き、人材育成の一環として、従業員の資格取得を補助し、研修を実施することでス
キルアップを図る。
今後も建物老朽化に伴う修繕の実施検討および最低賃金改定等による人件費高騰への
対応が必要となる。

内部要因によるもの

自己所有

運用資産・有価証券等は保有していない。

自己所有 建物附属設備等

所有形態 内容（建物名称、取得経緯、公有財産使用許可理由など）

企業会計基準
適用会計基準等の状況

区分

設備
建物
土地

4



４．役職員数 単位：人

５． 主要事業の内容と評価

６．当該団体への監査、外郭団体監理委員会による評価の結果※直近３ヵ年。ただし、未対応のものは除く。
（１）指導監督の実施状況

（２）外郭団体監理委員会の評価結果

（３）その他外部監査の評価結果

0 0

1 1 1
9 11 12 事業拡大に伴う増

-

改善状況
改善の内容及び今後の方向性

-

賃貸事業・文化交流施設等の管理、まちづくり事業等を行う類似団体等が存在する。

2024年度町田市文化交流センターの運営においては、過去に利用実績のある団体に対して積極的に案内を行うな
どの営業努力により、稼働率は2023度比で1.1ポイント増加、利用料金収入も1,547千円増加の83,185千円となり、
徐々に回復してきている。アンケート調査による利用者満足度は、満足、やや満足を合わせ97.0％と良い評価を得て
おり、利用者に満足いただける施設として運営できており、安心して運営を任せることができる。
また、都市再生推進法人として、エリアマネジメント広告の安定した運営や、「町田駅前交流拠点はっとまちだ」の完
成など、継続的な取り組みを進めてきたことも評価できる。

①

団体の自己評価
2024年度文化交流センターの稼働率は、主要施設において1.1ポイント増加した。近年伸び悩んでいた夜間利用に
おいて、ケータリング利用の増加し、夜間稼働率が0.8ポイント上昇した。今後も夜間利用の促進に積極的に取り組ん
でいく。
他の事業においては、市からの受託事業売上は減少したものの、中心市街地活性化事業であるエリアマネジメント広
告事業売上が4,347千円増加の11,910千円となったことに加え、基盤事業である本社ビル部門の駐車場事業及び施
設賃貸事業の値上げ施策や、プラザ町田事業のケイタリング利用の増加により、経常収益は、前期比12,745千円増
加の520,552千円となった。今後は各事業の売上増加はもとより、2025年3月にオープンした「町田駅前交流拠点はっ
とまちだ」の有効活用を官民一体でさらに推進し、来街者が楽しめる街の実現に向け取り組んでいく。
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87,477 95,195

11 11

うち市からの派遣
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51.0
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うち市あて職
正職員

0

45.8 45.7実績

2022年度 2023年度 2024年度

14 13 14

-

-

進捗状況

特になし

2023年度に実施された地方自治法第199条第7項の規定による監査（財政援助団体等監査）において、計算書類作
成の不備について指摘を受けた。
これに対し公社は、ヒューマンエラーを回避できる体制を整え、業務上の指導監督を行う体制などを「内部統制システ
ムに関する基本方針」として整備した。市は、この体制の維持、継続をヒアリング等により確認し、指導監督を行ってい
る。

同様の役割を担う類似団体や企業の存在の有無

市所管課の評価

- -

①

意見内容

②

役員
理事・取締役

うち市あて職
監事・監査役

項目 2022年度 2023年度 2024年度 備考　※増減の理由等

事業名 事業内容

町田市文化交流センター指定
管理受託事業

市民に地域交流の場及び文化活動その他の活動の場を提供することにより、市
民の文化活動の普及及び中心市街地への来訪の促進を図り、もって文化の振
興及び中心市街地の活性化に寄与する

108,476
事業費（支出）
（単位：千円）

指標：町田市文化交流セ
ンター稼働率（単位：％）

目標 49.0
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７．市所管課所見（現状と課題、今後の取り組み、外郭団体の必要性）

【注記】

１．金額について、千円未満の数値については、四捨五入しています。

２．複数の欄の合計値を他の項目の数値と一致させる必要がある項目については、四捨五入を行ってずれが生じてしまう場合、

    適宜端数調整を行っています。

　公社の2024年度の経常収益は、520,552千円と前期比12,745千円増加となった。主な事業である駐車場事業は、
大型提携店舗の利用減少により、利用台数が前期比4,779台減少の285,530台（▲1.6％）であったが、平日打ち切り
料金の定着や、2025年3月に実施した料金改定等の効果により、売上高は前期比1,365千円増加の205,520千円
（+0.6％）となった。今後は、利用者の利便性向上のため、駐車場機器更新の検討等により、利用台数の増加を図っ
てもらいたい。
　また、都市再生推進法人として、これまで検討を進めてきた「町田駅前交流拠点はっとまちだ」が2025年3月にオー
プンした。
はっとまちだを拠点に、原町田大通りの歩道拡幅部「はっとｔｅｒｒａｃｅ」も活用し、更なる憩いと賑わい創出を目指し、共
に事業を推進してもらいたい。
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